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                                  No.5  2001 年 7 月 25 日          
                                               

                       前途の多難な EU の拡大                                                

                                                                                                         

                                                    主任研究員 平松 拓              
 

 6 月 16 日に閉幕した EU のイェーテボリのサミットにおいて、加盟 15 カ国の首脳は

EU の拡大問題について、不可逆的な課題であることを確認すると共に準備の整った候

補国との交渉は 2002 年末には終えること、それらの国が EU 加盟国として 2004 年の欧

州議会選挙に参加することを目標にすること―――などを宣言した。理事会によってこ

のように新規加盟国の受け入れ時期が目標として示されたのは初めてのことである。 
 
 これ迄、ハンガリー、ポーランドなど一部の加盟候補国は 2003 年迄の EU 加盟を目

標に掲げて国内の諸制度の改革を行ってきたという事情から、受け入れの時期を示すよ

うに現加盟国側に強く迫ってきた。一方、EU にとっては今回の拡大は 12 カ国もの候補

国(注 1)という規模の点でも、候補国相互間の経済格差の点でもこれまでの拡大とは大

きく異なるものであるため、新規加盟国受け入れのために予算配分、組織構成などにつ

いての改革を行う必要があった。これまで現加盟国はアジェンダ 2000 による中期的な

予算の策定や昨年 12 月のニース条約に盛られた一連の機構改革によって何とか最低限

の改革を達成或いは合意してきたものの、拡大の具体的な時期について示すことは加盟

国間の調整に時間的制約を生じることもあって避けてきた経緯がある。今回の宣言は、

その点でこれまでの慎重な姿勢から一歩踏み出したことになる。 
 
 これに対して、今回の宣言の背景には 6 月 7 日のアイルランドの国民投票でニース条

約の批准が否決されて以降、拡大について EU 内で広がった「疑問」と揺らいだ「自信」

に対して、宣言を通じて EU として単に再度の意思確認を行ったに過ぎないとする見方

がある。宣言に盛られた 2002 年末の交渉の終了は実際の交渉の進捗を保証する「約束」

ではなく、また、目標として掲げている 2004 年の欧州議会選挙前という加盟の時期に

ついても、既にニース・サミットの声明において「希望」として触れたものにとどまっ

ていることなど、内容として目新しいものが含まれていないことがその根拠として挙げ

られている。 
 
 しかしながら、今後の交渉の焦点となる共通農業政策、構造改革助成金などの補助金

のあり方などについては EU 内部の調整も容易ではないと考えられる。各国が失業率削

減への取り組みや景気低迷への懸念で内向き姿勢を強める中で、こうした問題に対して

現加盟国が 2002 年に交渉の終了が可能となるよう「道筋」をつけることを表明したと

いう点では、今回の宣言は積極的に捉えられるべきであろう。今後、諸条件の整備のた
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めの努力が精力的に行われることが期待される。   
 
 
(注 1) 現在の EU 加盟国と、加盟候補国は以下の通りです。 
 
現在の EU 加盟国(15 カ国)： 
アイルランド、イギリス、イタリア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スウェーデ

ン、スペイン、デンマーク、ドイツ、フィンランド、フランス、ベルギー、ポルトガル、

ルクセンブルグ 
 
参加候補国(12 カ国)： 
エストニア、キプロス、スロバキア、スロベニア、チェコ、ハンガリー、ブルガリア、

ポーランド、マルタ、ラトビア、リトアニア、ルーマニア 
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